
住民税税額決定通知書の電子的交付に関する課題
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① 現在、紙（正）・電子データ（副）で交付している住民税税額
決定通知書を、電子データ（正）のみでの交付とする。

② 事業者が紙で従業員に配布したい場合は、電子データを事業者
が印刷する。

③ 公印をどうするかが課題。事業者が電子署名を確認して、その旨
を従業員に伝えることで可としたり、従業員のスマホに送って確認す
るなど対応方策の検討が必要。

※なお、このほかにも、地方税の現年課税（現在は翌年課税）や、
年末調整制度の見直し検討（確定申告への一本化）など、中長
期的に取り組むべき課題があります。



年末調整処理業務に関するコストの試算結果
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社会保険手続きのワンストップ化について



社会保険・労働保険の種類
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保険種別 支払先 保険料計算方法 備考

社会保険

健康保険 健康保険
組合

・4-6月の賃金をもとに、保険料額表を用いて等級
及び標準報酬月額を確認し、保険料率を乗じて
保険料を算出。

・賞与については千円未満を切り捨てた標準賞与額
に保険料率を乗じて保険料を算出。

・昇給等により標準報酬月額の等級が上下に2ラン
ク以上変動した場合は、報酬月額変更届（月
変）を出す必要がある。

介護保険 健康保険
組合

・標準報酬月額及び標準賞与額に介護保険料率
を乗じて算出。

厚生年金
保険 年金機構 ・健康保険と原則同じ。ただし等級及び標準報酬

月額の上限及び下限が異なる。

子ども・子育て拠出金も
合算で支払う（事業主
負担のみ）。標準報酬
月額及び標準賞与額
に拠出金率（0.2%）
を乗じて算出。

労働保険

雇用保険 労働基準監
督署など ・賃金総額に雇用保険料率を乗じて算出。

労災保険 労働基準監
督署など

・賃金総額に労災保険料率を乗じて算出。事業主
負担のみ。

・雇用保険と労災保険は合算してまとめて支払い。

出所：各種資料をもとに三菱総合研究所作成



社会保険・労働保険手続きの課題
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・企業から役所等への書類提出手続きの負担軽減に加え、書類作
成のための社内業務（標準報酬月額の計算や、標準報酬月額
変更届の作成・提出など）の軽減も視野に入れた検討とする必要
があります。



現在の電子申請等の問題点

26出所：年末調整処理業務の効率化の検討最終報告資料



電子申請等の改善策と期待される効果

27出所：年末調整処理業務の効率化の検討最終報告資料



クラウドサービスの例（KUFU社のSmartHR）

28出所：https://smarthr.jp/



クラウドサービスの例（freee）

29出所：https://www.freee.co.jp/



自前主義からの脱却

30出所：三菱総合研究所作成
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